
令和元年度 ２月補正予算参考資料

トータルコストの表記について
トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あ

くまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致し
ていません。
また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が0.0人役となるものにつ

いては、人件費を0としています。



令和元年度一般会計補正予算説明資料 

７款 商工費                         観光戦略課（内線：７２３９） 

 ３項 観光費               西部総合事務所地域振興局（電話：0859-31-9629） 

  １目 観光費      西部総合事務所日野振興センター日野振興局（電話：0859-72-2080） 

    ＜総合事務所分は地方機関計上予算＞                   （単位：千円）         

事 業 名      補 正 前 補 正 計 

財 源 内 訳              

備考 

 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

とっとりスタイルエ

コツーリズム普及推

進事業 

35,659 △2,655 33,004    △2,655  

トータルコスト 54,710 △1,861 52,849 （補正に係る主な業務内容） 

市町村のレンタサイクル環境整備に対する

支援 従事する職員数 2.4人 0.1人 2.5人 

工程表の政策目標(指標) 
魅力ある観光地づくりと戦略的観光情報の発信、外国人観光客の誘致及び受入

環境の整備、エコツーリズム・スポーツツーリズムの推進 

事業内容の説明                      

 

１ 事業の目的・概要 

県内におけるサイクリング環境拠点づくりの一環として、電動アシスト機能を含めたスポーツ自

転車等のレンタサイクル整備を行う市町村に対する支援を行う。 

また、皆生トライアスロン等の実績に基づく補正を行う。 

 

２ 主な事業内容 

（１）レンタサイクル整備支援（845千円） 

 補 助 金 名  レンタサイクル環境整備費補助金 

 事 業 主 体   市町村 

 補助対象経費 レンタサイクル（e-bike含む）事業に要する備品類（自転車、ヘルメ

ット、工具等）の購入・修繕費、案内看板設置・店内装飾等施設整備

費  

 補 助 率 等   １／２（上限１，０００千円） 

 

本年度2月補正予算においては、米子市がアウトドアスポーツの拠点づくりの一環として、レン

タサイクルを含めた自転車観光拠点整備を行うにあたってのレンタサイクル等の必要備品購入に

ついて支援を行う。 

○整備予定場所：米子市観光センター内 

 

 

（２）アウトドアツーリズムイベント開催支援（△3,500千円） 

実績見込額の減に伴う減額補正である。 

                                    （単位：千円） 

予 算 名  全日本トライアスロン皆

生大会開催支援補助金 

弁慶ライド開催支援

補助金 

合  計 

本年度予算額     ５，０００      ５００ ５，５００ 

実績見込額      ２，０００        ０   ２，０００ 

差 引 額     △３，０００     △５００  △３，５００ 
 

 

1



令和元年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費 

２項 畜 産 業 費                       畜産試験場（電話：0858-55-1362） 

  ４目 畜産試験場費                              （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新） 

鳥取県有種雄牛精

液事務委託事業 
 

0 

債務負担行為 
3,206 

 
   263 

債務負担行為 
3,206 

 
263 

債務負担行為 
3,206 

（基金繰入金） 

263 

ト ー タ ル コ ス ト 0 1,057 1,057 （補正に係る主な業務内容） 

 鳥取県有種雄牛精液販売にかかる事務等 従 事 す る 職 員 数 0.0 人 0.1 人 0.1 人

工程表の政策目標（指標） － 

事業内容の説明 
 

１ 事業の目的・概要 

    県有種雄牛凍結精液で生産した受精卵や妊娠牛の流通規制に対応するため、新たな契約を行うにあた

り契約に係る事務等を委託する。 
 

２ 主な事業内容 

  和牛精液（特定精液等）については、本県に凍結精液の所有権を留保した新たな考え方による契約を

締結することとする。その契約に係る事務等を、委託販売団体である鳥取県家畜改良協会に委託する。 
 

（１）精液の販売に係る書類および代金受払業務 

（２）契約に関する報告書等のとりまとめ 
 

＜現行と今後の違い＞ 

 精液の種類 契約種類 契約の主体 所有権 

現行 

全ての精液 委託契約 鳥取県 
×鳥取県家畜改良協会 

精液 ：家畜人工授精師 10/10 
受精卵：生産者 10/10 
子牛 ：生産者 10/10 譲渡契約 鳥取県家畜改良協会 

×家畜人工授精師 

今後 

特定精液（白鵬
８５の３など特
に優秀なもの） 

委託契約 鳥取県 
×鳥取県家畜改良協会 

所有権は県が留保 
 
精液 ：鳥取県 10/10 
受精卵：生産者 1/2、鳥取県 1/2 
子牛 ：生産者 1/2、鳥取県 1/2 
※子牛は胎児を含む。 

寄託契約 鳥取県 
×家畜人工授精所 

使用許諾
契約 

鳥取県×生産者 

一般精液 委託契約 鳥取県 
×鳥取県家畜改良協会 

精液 ：家畜人工授精師 10/10 
受精卵：生産者 10/10 
子牛 ：生産者 10/10 譲渡契約 鳥取県 

×家畜人工授精師 

 

３ これまでの取組状況、改善点 

  現在、全ての県有種雄牛精液の販売は、鳥取県家畜改良協会と人工授精師等間での譲渡契約に基づき 

 実施されている。しかし、現在の譲渡契約では規制が不十分であるため、改善策として、新たに本県に 

 精液の所有権を留保し、県が直接、人工授精所および生産者とも契約を締結することとした。 

 

４ 債務負担行為限度額 

鳥取県有種雄牛精液事務委託事業 3,206 千円（令和２年度） 
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令和元年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　６項　防災費  財政課 （ 内線 ： ７０４７ ）
　　１目　防災総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<寄附金>
 （新）鳥取県
原子力防災対
策基金事業

0 320,000 320,000 320,000

 トータルコスト 0 320,794 320,794（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人基金管理事務
 工程表の政策目標
（指標） －

事業内容の説明

 １　事業の目的、概要

　島根原子力発電所に係る原子力防災対策の円滑な実施を図るため、新たに受け入れる寄附金を鳥取県原子力防

災対策基金に積み立てる。

 ２　主な事業内容

（１）基金名　鳥取県原子力防災対策基金

（２）積立金　３２０，０００千円（財源：中国電力株式会社からの寄附金）

（３）基金の目的

　　　島根原子力発電所に係る原子力防災対策の円滑な実施を図ること

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　 
　東日本大震災による福島第一原子力発電所の事故を踏まえ、国において新たに緊急時防護措置準備区域（UPZ）

が設定され、境港市全域と米子市の一部がUPZに含まれることから、本県内においても島根原子力発電所に係る原

子力防災対策を実施している。

　これに要する経費については、国交付金など活用が可能なものもあるが、人件費等単県措置を余儀なくされる

ものもあり、立地県のような財源を持たない本県によって不合理かつ多大な負担となっている。

　本来は国の責任において財源措置が行われるべきものであるが、国に対して繰り返し強く要望しているもの

の、依然として適切な措置が実現していない。

　平成27年度及び平成29年度に中国電力(株)からの寄付金を基金に積み立て、事業を実施しているが、令和元年

度で基金をほぼ使い切る見通しであり、引き続き、原子力防災対策を円滑に実施するため、国において適切な財

源制度が整備されるまでの応急措置として、中国電力(株)からの寄附金による協力を得ることで財源を確保する

ものである。
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令和元年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　６項　防災費  財政課 （ 内線 ： ７０４７ ）
　　１目　防災総務費　 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<基金繰入金>
 （新）原子力
防災対策交付
金

0 80,000 80,000 80,000

 トータルコスト 0 80,794 80,794（補正に係る主な業務内容）
 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人関係先との連絡調整、交付金事務
 工程表の政策目標
（指標） 　―

事業内容の説明 【鳥取県原子力防災対策基金充当事業】

 １　事業の目的、概要

　中国電力株式会社からの寄附金を財源とする鳥取県原子力防災対策基金を活用し、島根原子力発電所の緊急時

防護措置準備区域（UPZ）圏内である境港市及び米子市に交付金を交付し、両市における原子力防災対策の円滑な

実施を図る。

 ２　主な事業内容

　米子市及び境港市への交付金の交付

交付金の額 　４０，０００千円×２市

交付金の使途 　原子力防災対策に要する経費

 ３　これまでの取組状況、改善点

　　 
　平成27年度及び平成29年度に、両市に対して、交付金の交付を行い、これまで原子力防災対策に要する経費に

基金を充当しているところである。引き続き両市とも担当職員の人件費等の負担を強いられている状況であるこ

とから、交付金として両市に配分を行う。
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